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原
田
議
員
―
「
バ
ス
停
か

ら
１
・
５
キ
ロ
で
は
将
来
、

住
め
な
く
な
る
」
「
買
い
物

に
不
便
」
な
ど
の
声
を
聞
い

て
い
る
。
雲
南
市
で
は
、
基

幹
バ
ス
と
は
別
に
、
デ
マ
ン

ド
型
乗
合
タ
ク
シ
ー
を
民

間
会
社
と
連
携
し
て
運
行

し
て
い
る
。
デ
マ
ン
ド
型
乗

合
タ
ク
シ
ー
を
組
み
合
わ

せ
た
交
通
網
を
整
備
す
べ

き
で
は
な
い
か
。 

部
長
―
福
祉
有
償
運
送
、

自
治
会
輸
送
活
動
な
ど
を

す
す
め
支
援
し
て
い
く
。
以

前
、
雲
南
市
の
事
例
を
調
査

し
た
が
、
安
来
市
に
当
て
は

め
る
と
、
道
路
事
情
に
よ
る

時
間
設
定
や
事
業
者
の
人

員
確
保
な
ど
で
課
題
が
あ

り
、
難
し
い
と
い
う
結
論
だ

っ
た
。
再
度
、
事
業
者
な
ど

の
意
向
を
聞
い
て
検
討
す

る
。（
「
原
田
き
よ
子
の
議
会

だ
よ
り
」
よ
り
） 

 

浜
田
地
区
広
域
行
政
組
合

は
、
浜
田
市
と
江
津
市
の
介

護
保
険
事
業
を
所
管
す
る
一

部
事
務
組
合
で
す
。 

昨
年
１
２
月
２
５
日
に
開

催
さ
れ
た
広
域
組
合
議
会
の

全
員
協
議
会
で
は
、
２
０
１

８
年
４
月
か
ら
２
０
２
０
年

３
月
ま
で
の
方
針
を
定
め
る

「
第
７
期
介
護
保
険
事
業
計

画
案
」
が
説
明
さ
れ
ま
し
た
。 

計
画
で
は
、
①
介
護
保
険

の
制
度
を
変
更
す
る
、
②
団

塊
の
世
代
が
後
期
高
齢
者
と

な
る
２
０
２
５
年
度
に
向

 

市
の
「
国
際
交
流
促
進
事

業
」
と
し
て
、
年
間
１
０
０

万
円
の
公
費
を
使
い
、
議
員

を
海
外
に
派
遣
す
る
議
案

が
出
さ
れ
、
私
（
ご
と
う
由

美
）
は
反
対
し
ま
し
た
。 

公
費
を
使
っ
た
議
員
の

「
海
外
視
察
」
は
、
市
民
の

強
い
批
判
か
ら
中
止
さ
れ

て
い
ま
し
た
が
、
２
０
１
３

年
か
ら
復
活
し
ま
し
た
。 

議
員
が
国
際
交
流
や
海

外
を
訪
問
し
、
見
聞
を
広
め

る
こ
と
は
意
義
あ
る
こ
と
で

す
が
、
行
財
政
改
革
と
称
し

て
、
市
民
に
は
負
担
を
強
い

て
お
き
な
が
ら
、
公
費
を
使

っ
て
海
外
視
察
と
は
理
解
が

得
ら
れ
ま
せ
ん
。
（
「
ご
と
う

由
美
の
市
議
会
報
告
」
よ
り
） 

け
、
地
域
包
括
ケ
ア
の
深
化

を
め
ざ
す
、
③
施
設
整
備
は

「
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介

護
」
か
「
看
護
小
規
模
多
機

能
型
居
宅
介
護
」
の
１
事
業

所
の
み
と
し
、
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
、
認
知
症
グ
ル
ー

プ
ホ
ー
ム
の
新
設
は
行
わ
な

い
、
④
介
護
保
険
料
を
変
更

す
る
―
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

介
護
保
険
料
で
は
、
標
準

と
な
る
「
第
５
段
階
」
が
現

在
の
６
５
６
０
円
か
ら
７
０

４
４
円
（
月
額
）
へ
と
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。
保
険
料
段

階
も
国
基
準
に
沿
っ
て
１
１

段
階
か
ら
１
２
段
階
に
変
更

と
な
り
ま
す
。
計
画
案
の
時

点
で
、
す
で
に
県
内
最
高
ク

ラ
ス
の
介
護
保
険
料
と
な
っ

て
お
り
、
介
護
に
お
け
る
市

民
に
一
番
身
近
な
行
政
と
し

て
、
生
活
実
態
に
即
し
た
保

険
料
設
定
が
求
め
ら
れ
ま

す
。（「
ご
う
つ
民
報
」
よ
り
） 

 
島
根
県
農
民
連
は
３
日
、

出
雲
市
で
第
２
７
回
大
会

を
開
き
、
農
業
後
継
者
へ
の

訪
問
・
対
話
を
行
い
、
要
求

実
現
へ
の
支
援
強
化
を
確

認
し
ま
し
た
。（
写
真
） 

 

県
農
林
水
産
部
・
農
業
経

営
課
の
田
中
千
之
氏
が
「
新

規
就
業
者
を
め
ぐ
る
情
勢
」

と
題
し
て
講
演
し
ま
し
た
。 

田
中
氏
は
「
県
内
に
は

『
青
年
就
農
給
付
金
制
度
』

を
活
用
し
て
、
若
い
農
業
後

継
者
が
育
ち
つ
つ
あ
る
」
と

話
し
ま
し
た
。 

 

討
論
で
は
、
機
関
紙
『
農

民
』
の
読
者
拡
大
、
税
金
対

策
の
相
談
員
の
養
成
を
求

め
る
意
見
―
な
ど
が
出
さ

れ
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
の
大
国
陽

介
県
議
が
連
帯
挨
拶
し
ま

し
た
。 

●安倍政権の生活保護改悪許さない―「必要な人すべてが受けられる生活保護」へ 

 安倍政権はこの間、生活扶助費の切り下げ、期末一時扶助の減額、住宅扶助基準の引

き下げ、冬季加算の削減など、生活保護費の連続削減を強行してきました。 

政府は、食費や光熱費にあてる生活扶助費を２０１３年の削減に続き、再び削減する

方針を示しています。厚労省の説明では、生活扶助費は最大５％、平均で１．８％削減

され、削減総額は年間２１０億円にもなり、７割近くの生活保護利用世帯で生活扶助基

準が引き下げられることになります。 

日本共産党は、生活保護の制度と憲法２５条が保障した国民の生存権を守るためにた

たかいます。 
 

●「機械的対応とならないよう市町村に文書を」―県議団の質問に健康福祉部長が答弁 

 厚労省は２０１５年３月、生活保護利用者に、毎年、預金通帳のコピーなど「資産申

告書」を出させるよう自治体に指示する通達を発令しました。（右表参照） 

 県議団は２０１６（平成２８）年１１月議会で「県内では半数を超える自治体で、預

金通帳のコピーを提出させているプライバシー侵害事例が生じている。改善すべきだ」

と迫ったのに対し、県は「事務的・機械的な対応とならないよう市町村に文書を発出し

たい」と答弁しました。 

厚労省は資産申告の根拠に、２０１３年の生活保護法改定をあげていますが、改定法

の規定は、受給者と福祉事務所が協力して、金銭管理の適正化をはかるというものであ

り、「資産申告」強要の根拠とはなりません。  

日本共産党県議団（尾村利成、大国陽介県議）の議会論戦を紹介しながら、県政を

めぐる諸課題（医療・介護・福祉、原発、雇用・経済、教育、農業など）について連

載していきます。今回は生活保護について取り上げます。 

●日本共産党の政策 

◆削減された生活扶助基準を元に戻し、物価上昇や生活実態にふさわしい水準に引き上げます。◆期末一時扶助、住宅扶助、冬

期加算などの削減・改悪を中止し、元の水準への回復と制度の改善をはかります。◆生活保護の利用者の人権を侵害する「資   

産申告」をやめさせます。厚労省の通達を撤回させ、生活保護法の主旨に即した行政を徹底させます。 

し
ま
ね
地
域
自
治
研
究

所
（
保
母
武
彦
理
事
長
）
は

３
日
、
松
江
市
で
第
１
４
回

総
会
を
開
き
ま
し
た
。 

渡
邊
英
俊
・
島
根
大
学
法

文
学
部
准
教
授
が
「
山
陰
の

地
域
経
済
の
現
在
と
未
来
」

と
題
し
て
記
念
講
演
し
ま

し
た
。 

渡
邊
氏
は
、
中
海
・
宍
道

湖
・
大
山
圏
域
を
対
象
に
し

た
製
造
業
事
業
所
へ
の
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
（
２
０

１
７
年
）
で
は
、
２
０
０
５

年
か
ら
２
０
１
５
年
の
１

０
年
間
で
、
米
子
市
や
松
江

市
の
よ
う
な
中
心
部
で
も

人
口
減
少
が
進
ん
で
い
る

と
指
摘
し
ま
し
た
。
そ
の
上

で
、
山
陰
両
県
の
製
造
業
の

約
半
分
が
同
圏
域
に
集
中

し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、

「
地
域
経
済
の
域
内
取
引

と
域
外
取
引
の
具
体
像
を

把
握
し
、
持
続
的
な
地
域
経

済
づ
く
り
に
取
り
組
む
必

要
性
が
あ
る
」
と
強
調
し
ま

し
た
。 

 
被保護世帯数 

（平成29年3月） 

資産申告書を

徴取した世帯数

（H29 年 3 月末） 

申告書に通

帳コピーの

添付で確認 

松江市 2,156 1,574 6 

浜田市 390 306 230 

出雲市 717 654 268 

益田市 347 319 35 

大田市 270 249 228 

安来市 183 183 29 

江津市 138 129 129 

雲南市 131 88 7 

奥出雲町 45 50 9 

飯南町 21 6 4 

川本町 31 22 0 

美郷町 31 25 22 

邑南町 30 29 29 

津和野町 40 40 38 

吉賀町 36 18 8 

海士町 5 5 3 

西ノ島町 5 4 4 

知夫村 3 3 0 

隠岐の島町 91 88 88 

県計 4,670 3,792 1,137 

「平成 28 年度中の資産申告書の徴取状況調査」（県地

域福祉課）より 


